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規 則 
 

 初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和６年５月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第２３号 

 

初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則等の一部を改正する規則 

 

 （初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則の一部改正） 

第 1 条 初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則（昭和３５年亀岡市規則第１号）の一部を次の

ように改正する。 

 第３条の表中 

「 

４級 １ 主幹の職務 
２ 副所長の職務 
３ 副園長の職務 
４ 主幹教諭の職務 
５ 農業委員会事務局次長の職務 

５級 １ 所長の職務（中部保育所長及び保津保育所長を除く。） 
２ 園長の職務 
３ 館長の職務（文化資料館長及び図書館長を除く。） 
４ 文化資料館副館長の職務 
５ 監査委員事務局次長の職務 

６級 １ 文化資料館長の職務 
２ こども未来部次長の職務 
３ 中部保育所長及び保津保育所長の職務 
４ 教育次長の職務 
５ 学校給食センター所長の職務 
６ 図書館長の職務 
７ みらい教育リサーチセンター所長の職務 
８ 議会事務局次長の職務 
９ 監査委員事務局長の職務 
１０ 農業委員会事務局長の職務 

                                        」 

を 
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「 

４級 １ 主幹の職務 

２ 副所長の職務（みらい教育リサーチセンター副所長を除

く。） 

３ 副園長の職務 

４ 主幹教諭の職務 

５ 事務局次長の職務（議会事務局次長、監査委員事務局次長及

び公平委員会事務局次長を除く。） 

５級 １ 所長の職務（消費生活センター所長、中部保育所長、保津保

育所長、学校給食センター所長及びみらい教育リサーチセン 

ター所長を除く。） 

２ 園長の職務 

３ 館長の職務（文化資料館長及び図書館長を除く。） 

４ 文化資料館副館長の職務 

５ みらい教育リサーチセンター副所長の職務 

６ 監査委員事務局次長の職務 

７ 公平委員会事務局次長の職務 

６級 １ 文化資料館長の職務 

２ 消費生活センター所長の職務 

３ こども未来部次長の職務 

４ 中部保育所長及び保津保育所長の職務 

５ 教育次長の職務 

６ 学校給食センター所長の職務 

７ 図書館長の職務 

８ みらい教育リサーチセンター所長の職務 

９ 議会事務局次長の職務 

１０ 監査委員事務局長の職務 

１１ 農業委員会事務局長の職務 

                                        」 

に改める。 

 （亀岡市財務規則の一部改正） 

第２条 亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第５号中「及び館長」を「、館長及び副所長」に改める。 

 第５条第２項第１号中「亀岡市教育委員会事務専決規程第１６条」を「亀岡市教育委員会事務

専決規程第１８条」に改める。 

 別表第１第５第１項第２号中「及びみらい教育リサーチセンター所長」を「、みらい教育リ 

サーチセンター所長及びみらい教育リサーチセンター副所長」に、「第１２条まで及び第１４

条」を「第１３条まで、第１６条及び第１７条」に改める。 

（市長の権限に属する教育事務の委任及び補助執行に関する規則の一部改正） 

第３条 市長の権限に属する教育事務の委任及び補助執行に関する規則（平成８年亀岡市規則第 

１４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第３中「各副課長」を「各副課長及びみらい教育リサーチセンター副所長」に改める。 

 

   附 則 
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 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和６年５月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第２３－２号 

 

亀岡市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市税条例施行規則（昭和６０年亀岡市規則第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 別記第９号の２様式を次のように改める。 
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 別記第３６号様式中「市民税・府民税納税通知書」を「市民税・府民税・森林環境税納税通知

書」に改め、「第３２１条の７の５」の次に「並びに森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律

第７条」を加え、「市民税・府民税課税明細書」を「市民税・府民税・森林環境税課税明細書」に、 

「 

 

 

                                           」 

を 

「 

 

 

                                           」 

に、「市民税・府民税納期明細書」を「市民税・府民税・森林環境税納期明細書」に改める。 

 別記第３７号様式を次のように改める。 

       

      所 得 割 額 

総所得金額等  合計所得金額  所得控除合計額  均 等 割 額 

      年 税 額 

 

      所 得 割 額 

      均 等 割 額 

総所得金額等  合計所得金額  所得控除合計額  森 林 環 境 税 

備 考  年 税 額 

第９号の２様式（第４条関係） 

 

       市府民税・森林環境税 
京都府亀岡市        領収証書 ○公  
       特 別 徴 収 

 
        市府民税・森林環境税 
京都府亀岡市        納入書 ○公  

         特 別 徴 収 

 
      市府民税・森林環境税 

京都府亀岡市        納入済通知書 ○公  
      特 別 徴 収 

            
市区町村コード 口座番号 加入者名  市区町村コード 口座番号 加入者名  市区町村コード 口座番号 加入者名 

2 6 2 0 6 4 01080-7-960054 亀岡市会計管理者 
 

2 6 2 0 6 4 01080-7-960054 亀岡市会計管理者 
 

2 6 2 0 6 4 01080-7-960054 亀岡市会計管理者 

月別 指定番号 納入金額(1) 
円 

 月別 指定番号 納入金額(1) 
円 

          
    月別  年 月分 

 

指定番号 納入金額(1)  円 
 

 納入すべき金額が右の

納入金額⑴の欄の金額と

異なるときは、納入金額

⑴の欄を横線で抹消し、

納入金額⑵の欄に記入し

てください。 

納 
 

入 
 

金 
 

額 
 

⑵ 

給与分 
一括徴収 
分を含む 

億 千 百 十 万 千 百 十 円  

   .   . 

 
 納入すべき金額が右の

納入金額⑴の欄の金額と

異なるときは、納入金額

⑴の欄を横線で抹消し、

納入金額⑵の欄に記入し

てください。 

納 
 

入 
 

金 
 

額 
 

⑵ 

給与分 
一括徴収 
分を含む 

億 千 百 十 万 千 百 十 円  

   .   . 

  

納 
 

入 
 

金 
 

額 
 

⑵ 

給与分 
一括徴収 
分を含む 

億 千 百 十 万 千 百 十 円  

   .   . 

退 職 

所得分 

 

   .   . 

 
退 職 

所得分 

 

   .   . 

  納入すべき金額が右の
納入金額⑴の欄の金額と
異なるときは、納入金額
⑴の欄を横線で抹消し、
納入金額⑵の欄に記入し
てください。 

退 職 

所得分 

 

   .   . 

延滞金 

 

   .   . 

 
延滞金 

 

   .   . 

 
延滞金 

 

   .   . 

納期限  
督 促 

手数料 

 

   .   . 

 
納期限  

督 促 

手数料 

 

   .   . 

 
納期限  

督 促 

手数料 

 

   .   . 

 

合計額 

 

   .   . 

 ※ 
 日計 

      口 

合計額 

 

   .   . 

 取 り ま と め 局 

合計額 

 

   .   . 
      円  

※印は郵便官署において
使用する欄です。 

(特別徴収義務者) 

住 所 
又は 

所在地 

氏 名 
又は 

名 称               様 

領

収

日

付

印 

  (特別徴収義務者) 

住 所 
又は 

所在地 

氏 名 
又は 

名 称 

領

収

日

付

印 

  
領

収

日

付

印 

 (特別徴収義務者) 

住 所 
又は 

所在地 

氏 名 
又は 

名 称                納 

  上記のとおり領収しました。  （納入者保管）    上記のとおり納入します。 （金融機関又は郵便局保管）  上記のとおり通知します。(受付店→京都銀行亀岡支店→亀岡市)(亀岡市保管） 

 

 

 

 
市 民 税

 納 入 申 告 書
 

府 民 税 
  

⦿｢納入済通知書｣は、直接機械に読み取らせますので、汚したり折り 

 曲げたりしないでください。左の｢納入申告書｣についても同様の取 

 扱いをお願いします。 

 

⦿納入金額⑵の欄等に記入される場合は、下記の標準字体にならっ 

 て枠からはみ出さないよう大きめのアラビア数字で明瞭に記入し 

 てください。 

 

 

 

 

 

 

   標準字体  

  

 （宛先）亀岡市長 

 

     年  月  日 提出 

 

  

 
       年  月分 人員 

人 
  

退職手当等支払金額 
十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

  

特 別 徴 

収 税 額 

市 民 税 
            

府 民 税 
            

 地方税法第50条の5及び第328条の5第2項の規定により上記のとおり 
分離課税に関する所得割の納入について申告します。 

 

退職手当等に関する分離課税の所得割の納入申告に 

ついては、左の｢納入申告書｣に所定の事項を必ず記 

入してください。 

 

特
別
徴
収
義
務
者 

住所又は 

所 在 地 

〒 (受付印) 
  

氏名又は 

名  称 
 

  

法人番号又は 

個人番号 
               

 

2 3 4 5 6 8 7 9 0 1 

納
入
済
通
知
書
の
納
入
金
額
欄
に
￥
記
号
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。 
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市民税・府民税・森林環境税の賦課の根拠について 
地方税法第294条及び亀岡市税条例第23条の規定により市内に住所

を有する(１月１日現在)個人、市内に事務所、事業所、又は、家屋

敷を有する個人で、市内に住所を有しない者も市民税が課せられま

す。 

地方税法第24条及び京都府府税条例第24条の規定により市民税が課

せられる個人に対しては府民税が課せられます。 

森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第3条の規定により森

林環境税が課せられます。 
◎この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起

算して3箇月以内に市長に対して審査請求をすることができます。この税額の決定の取

消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算し

て、6箇月以内に市を被告として(市長が被告の代表者となります。）提起することがで

きます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなけ

れば提起することができないこととされていますが、次に該当する場合は、その裁決

を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

①審査請求があった日から3箇月を経過しても裁決がないとき。②処分、処分の執行

又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。③その

他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

◎滞納処分について 

納期限を過ぎても納付いただかない場合は、督促状を発送します。

督促後10日を過ぎても納付がないときは、滞納処分を受けることに

もなります。 

◎この税金を納期限を過ぎても納められないときは、延滞金・督促手

数料を納付しなければなりません。 

・延滞金   納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ年14.6％

の割合(延滞金特例基準割合が年7.3％未満の場合は、

延滞金特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合)

又は納期限の翌日から1月を経過する日までの期間に

ついての年7.3％の割合(延滞金特例基準割合が年

7.3％未満の場合は、延滞金特例基準割合に年1％の割

合を加算した割合(上限は年7.3％の割合))を乗じて算

出した額となります。 

・督促手数料 督促状１通について100円 

納付がない場合は、納期限後20日以内に督促状を発送

します。 

 

第３７号様式（第２０条関係） 

 通知書番号  

 

                                                                年   月   日 

 

                                                    京都府亀岡市長 

 

 

  年度 市民税・府民税・森林環境税 税額変更通知書 

 

 市民税・府民税及び森林環境税額を、地方税法、市税条例及び府税条例並びに森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律の規定により変更(決定)しましたので通

知いたします。 

◎市民税・府民税・森林環境税変更(決定)の明細 

賦 課 年 度 年度   単位(円) 

種    類 変更前 変更(決定)後 差引増減 種    類 変更前 変更(決定)後 差引増減 

所
得
金
額
の
内
訳
① 

総

所

得

金

額 

給与 
収入金額    

課
税
標
準
額
③ 

総所得    

所得金額（所得金額調整控除後）    短期譲渡所得    

雑 

公的年金収入金額    長期譲渡所得    

公的年金所得金額    山林所得    

その他の雑所得    
その他の所得    

営業等所得    

算
出
所
得
割
額
④ 

総所得 
市民税    

農業所得    
府民税    

不動産所得    

短期譲 

渡所得 

市民税    
配当所得    

府民税    
利子所得    

長期譲 

渡所得 

市民税    
総合譲渡・一時    

府民税    
分
離
所
得
金
額 

短期譲渡所得    

山林所得 
市民税    

長期譲渡所得    
府民税    

土地等    

その他 

の所得 

市民税    
株式等・先物・分離配当    

府民税    
山林所得    

税額控除⑤ 
市民税    

その他の所得    
府民税    

前年繰越損失    

住宅借入金 

等特別控除 

市民税    
合 計 所 得 金 額    

府民税    

控
除
金
額
の
内
訳
② 

雑損    

均等割額⑥ 
市民税    

医療費    
府民税    

社会保険・小規模    
森林環境税額    

生命保険料    

年 税 額 ⑦    地震保険料    

障・寡・ひ・勤    
所得割より控除できなかっ

た配当割・株割控除額 
   

配偶者・配偶者特別    

扶養    普通徴収合計充当額    

     特別徴収合計充当額    

基礎    
 

所得控除の合計    

備考  

◎充当前の納付額及び納期限                         単位(円)   ◎変更(決定)の理由等 

期  別 変 更 前 変更(決定)後 差引増減 納 期 限 
    

普通徴収1期     

普通徴収2期     
  ◎口座振替 

普通徴収3期     

    

普通徴収4期     

      

      

      

        上記口座から振り替えさせていただきます。 

特別徴収税額       ◎今年度の公的年金からの特別徴収税額          単位(円) 

◎充当後の納付額及び納期限                         単位(円) 

徴 収 月 変 更 前 変更(決定)後 差引増減 

年 4月    

年 6月    
期  別 変 更 前 変更(決定)後 差引増減 納 期 限 

  

年 8月    
普通徴収1期     

年10月    
普通徴収2期     

年12月    
普通徴収3期     

年 2月    
普通徴収4期     

  ◎来年度の公的年金からの仮特別徴収額          単位(円) 
      

  

徴 収 月 変 更 前 変更(決定)後 差引増減 
      

年 4月    
      

年 6月    
      

年 8月    
特別徴収税額     

  
  

この通知書は黒色の電子公印を使用しています。
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

 別記第３８号様式中「市民税・府民税」を「市民税・府民税・森林環境税」に、「市民税及び府

民税の特別徴収税額を左記のとおり決定」を「市民税・府民税及び森林環境税の特別徴収税額を左

記のとおり決定（変更）」に、「第３２１条の４第１項」を「第３２１条の４（第３２１条の６）

第１項並びに森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第７条」に改め、「特別徴収税額の決

定」の次に「（変更）」を加える。 

 別記第４０号様式中 

「 

                                           」 

を 

「 

                                           」 

に、 

「 

 

 

 

 

 

                             を 

 

 

 

 

 

                            」 

「 

 

 

 

 

 

                             に改め、 

 

 

 

 

 

                            」 

 

       給与所得等に係る 
    年度 市民税･府民税   特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用） 

    年度給与所得等に係る市民税･府民税・森林環境税 特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用） 

市
民
税 

税額控除前所得割額④     

税額控除額⑤    納 付 額 

所 得 割 額 ⑥    6月分    

均 等 割 額 ⑦    7月分    

府
民
税 

税額控除前所得割額④    8月分    

税額控除額⑤    9月分    

所 得 割 額 ⑥    10月分    

均 等 割 額 ⑦    11月分    

特別徴収税額⑧    12月分    

控 除 不 足 額 ⑨    1月分    

既 充 当 額 ⑩    2月分    

既 納 付 額 ⑪    3月分    

差引納付額(⑧－⑪－⑨,⑩)    4月分    

変 更 前 税 額 ⑫    5月分    

増減額(⑧－⑫)    変更月   月

市
民
税 

税額控除前所得割額④    増減額(⑨－⑬)  

税額控除額⑤    納 付 額 

所 得 割 額 ⑥    6月分    

均 等 割 額 ⑦    7月分    

府
民
税 

税額控除前所得割額④    8月分    

税額控除額⑤    9月分    

所 得 割 額 ⑥    10月分    

均 等 割 額 ⑦    11月分    

森林環境税額⑧    12月分    

特別徴収税額⑨    1月分    

控 除 不 足 額 ⑩    2月分    

既 充 当 額 ⑪    3月分    

既 納 付 額 ⑫    4月分    

差引納付額(⑨－⑫－⑩,⑪)    5月分    

変 更 前 税 額 ⑬    変更月   月
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

「（第３２１条の６）」の次に「並びに森林環

境税及び森林環境譲与税に関する法律第７条」

を加える。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別記様式については、令和６年度

の市民税及び府民税の課税分から適用する。 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市告示第９４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「西竪町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 本保 吉彦 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

「柳町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中川 千秋 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「東別院町鎌倉雁松区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 山本 和秀 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１４日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第９７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「保津町第１区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 渋谷  悟 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

「篠町柏原区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 田村 嘉庸 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１４日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「千代川町今津区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中川 晴男 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１００号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「河原林町勝林島上島区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 新甫 光弘 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

「神前区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 人見 修好 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「西別院町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 大津 一則 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２０日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１０３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「河原林町綾町区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中川  隆 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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「河原林町北区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 大原 孝弘 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１４日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「薭田野町下佐伯区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 桂  武士 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１４日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１０６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「薭田野町柿花区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 小林  晋 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１３日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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「宮川区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 森   浩 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１０８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「塩屋町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 今西  充 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１０９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「篠町広田区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 石野 善司 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１０号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）第１１２条におい

て準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１日 
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          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和５年度 

後期高齢者医療保険料督促状９期分 

２ 送達を受けるべき者 

№ 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１１号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市健康福祉部高齢福祉課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

 

   令和６年５月２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

督促状 令和５年度第１０期分介護保険料 

２ 送達を受けるべき者 

 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１２号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市健康福祉部高齢福祉課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

 

   令和６年５月２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和５年度介護保険料納入決定通知書 

２ 送達を受けるべき者 

住 所  省略 

氏 名  省略 

３ この書類を受領されないときは、地方税法 
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第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起算して７日を経過した時点で書類の送達が 

あったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１３号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和６年５月７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住  所 氏  名 

1 
更正・決定 
通知書 

令和5年度 国民健康保険料 省略 省略 

2 
更正・決定 
通知書 

令和5年度 国民健康保険料 省略 省略 

3 
更正・決定 
通知書 

令和5年度 国民健康保険料 省略 省略 

4 
更正・決定 
通知書 

令和5年度 国民健康保険料 省略 省略 

5 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

6 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

7 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 
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12 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

15 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

16 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

17 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

18 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

19 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

20 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

21 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

22 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

23 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

24 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

25 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

26 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

27 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

28 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

29 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

30 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

31 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

32 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

33 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

34 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 

35 督促状 
令和5年度 
第10期 

国民健康保険料 省略 省略 
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２ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１４号 

 

 亀岡市木造住宅耐震改修事業費補助金交付要

綱（平成２８年亀岡市告示第２０５号）の一部

を次のように改正する。 

 

   令和６年５月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条第３号及び第４号中「耐震診断の結

果」の次に「、」を加え、「耐震改修設計又は

耐震改修工事」を「耐震改修工事又は耐震改修

設計（耐震改修工事と併せて実施する場合に限

る。）」に改める。 

 第４条第２項第２号中「補助金の交付の対象

となる工事（以下「補助対象工事」とい

う。）」を「補助対象工事」に改める。 

 第１２条に次の５項を加える。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、その

内容を審査し、適当と認めたときは、速やか

に補助決定者に補助金を交付するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、補助決定者は、

前条の規定により通知を受けた補助金の請求

及び受領を補助対象工事の施工事業者（以下

「工事施工事業者」という。）に委任する方

法（以下「代理受領」という。）により行う

ことができる。 

４ 代理受領により補助金の交付を受けようと

する工事施工事業者は、前条の規定による補

助金の交付額の確定後に、亀岡市木造住宅耐

震改修事業費補助金支払請求書（代理受領）

（別記第１２号様式）に亀岡市木造住宅耐震

改修事業費補助金の請求及び受領に関する委

任状（別記第１３号様式）及び関係書類を添

えて、市長に提出しなければならない。 

５ 市長は、前項の請求があったときは、その

内容を審査し、適当と認めたときは、速やか

に工事施工事業者に補助金を交付するものと

する。 

６ 前項の規定による交付があったときは、補

助決定者に対し補助金の交付があったものと

みなす。 

 附則の次に次の１項を加える。 

 （補助金の額の特例） 

４ 令和６年４月１日以後に交付申請があり、

かつ、令和８年３月３１日以前に完了する補

助対象工事に係る補助金については、第５条

第１号中「１，０００，０００円」とあるの

は、「１，０００，０００円（評点を１．０

以上に向上させる耐震改修にあっては、  

１，５００，０００円）」と読み替えるもの

とする。 

 別記第１１号様式中「規定により」の次に 

「、亀岡市木造住宅耐震改修事業費補助金の交

付を受けたいので」を加え、「補助金の請求を

します」を「、下記のとおり請求します」に改

め、同様式の次に次の２様式を加える。 
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   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の亀岡市木造住宅耐

震改修事業費補助金交付要綱の規定は、令和

６年４月１日以降に交付申請のあった補助金

について適用し、同日前に交付申請のあった

補助金については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「大井町並河区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 三宅 吉樹 

２ 変更年月日 

   令和６年５月６日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１１６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「古世町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 松木 将真 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２８日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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「河原林町河原尻高野区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 岸 裕一郎 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１１８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「宮前町猪倉区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中村 克彦 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１１９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「本梅町グリーンタウン区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 松本 雅樹 

２ 変更年月日 

   令和６年４月７日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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「西町自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 渡邉 博司 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２９日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「篠町西山区自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 林  志玲 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２７日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１２２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「曽我部町南條区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 並河 清文 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２３号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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「東別院町南掛区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 前田 智弘 

２ 変更年月日 

   令和６年４月６日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「曽我部町犬飼区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 石野 次夫 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１２５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「見立北区自治会」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 獅子 雄造 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２７日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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「曽我部町法貴区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 八木 久男 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２７日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「千歳町小口区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 安藤 正行 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１２８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「馬路町北区」 

１ 変更があった事項及び内容 

 ⑴ 代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 河原 祐次 

 ⑵ 主たる事務所所在地 

   省略 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２０日 

３ 変更理由 

 任期満了に伴う代表者及び事務所所在地

の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１２９号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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「千代川町小林区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 中村 友紀 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３０号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「東大谷区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 奥村 昌之 

２ 変更年月日 

   令和６年４月１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１３１号 

 

 亀岡市訪問型生活介護事業実施要綱を次のよ

うに定める。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市訪問型生活介護事業実施要

綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第７７条に規定する地域生活支援事業

として、心身の障害により生活介護等の通所

サービスの利用が困難な者に対し、日中にお

ける活動の機会を提供するため、亀岡市訪問

型生活介護事業（居宅に訪問支援員を派遣す

る事業をいう。以下「事業」という。）の実

施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 生活介護 法第５条第７項に規定する生

活介護をいう。 

⑵ 障害者 法第４条第１項に規定する障害

者をいう。 

⑶ 事業者 事業を実施する個人又は法人そ

の他の団体をいう。 

⑷ 指定特定相談支援事業者 法第５１条の

１７第１項第１号に規定する指定特定相談

支援事業者をいう。 

 （事業委託） 

第３条 市長は、事業を適切に実施することが
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可能と認められる事業者に事業を委託して実

施するものとする。 

 （対象者） 

第４条 事業の対象となる者（以下「対象者」

という。）は、市内に住所を有する者で、次

の各号のいずれかに該当する６５歳未満のも

のとする。 

⑴ 人工呼吸器を装着している障害者その他

の日常生活を営むために医療を要する状態

にある障害者 

⑵ 重度の知的障害又は重度の肢体不自由が

重複している障害者 

⑶ その他市長が認める者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいず

れかに該当する者は、対象者と認めないもの

とする。 

⑴ 社会福祉施設に入所している者 

⑵ 法第５条第６項に規定する療養介護を受

けている者 

⑶ 事業者が行う生活介護等の通所サービス

を訪問以外の方法により受けることができ

る者 

⑷ 事業を実施することにより健康を害する

おそれがあると市長が認めた者 

⑸ その他市長が不適当と認める者 

 （利用時間等） 

第５条 事業の利用時間及び回数は、対象者の

心身の状況等を十分に勘案した上で、事業者

が、受け入れることができる範囲内で決定す

るものとする。ただし、対象者が、障害福祉

サービス（法第５条第１項に規定する障害福

祉サービスをいう。以下同じ。）を受けてい

る場合にあっては、事業者及び指定特定相談

支援事業者と協議の上、決定するものとする。 

 （業務内容） 

第６条 訪問支援員が行う業務は、次に掲げる

とおりとする。 

⑴ 感覚刺激に関すること。 

⑵ 生産活動に関すること。 

⑶ 社会参加又は交流活動に関すること。 

⑷ 生活に関する相談に応じ、必要な助言及

び援助を行うこと。 

⑸ その他市長が必要と認めること。 

２ 事業者は、対象者ごとに支援目標を明確に

し、計画的に事業を実施するものとする。 

 （業務内容の適用除外） 

第７条 訪問支援員は、前条第１項各号に掲げ

る業務の実施に係り、次に掲げる業務は、行

わないものとする。 

⑴ 家事の支援を主とする業務 

⑵ 身体の介護を主とする業務 

⑶ 見守り又は看護を主とする業務 

⑷ 医療行為（リハビリテーションを含

む。）を主とする業務 

⑸ その他市長が不適当と認める業務 

 （利用申請） 

第８条 事業を利用しようとする者（以下「申

請者」という。）は、亀岡市訪問型生活介護

事業利用申請書（別記第１号様式）を市長に

提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、市長が必要と認める

ときは、事業を利用することについての主治

医意見書を市長に提出しなければならない。

ただし、障害福祉サービスを受けている場合

にあっては、当該サービスを受ける際に必要

となる医師意見書の提出をもって代えること

ができる。 

 （利用決定） 

第９条 市長は、前条第１項の申請があった

ときは、その内容を審査の上、利用の可否

を決定し、亀岡市訪問型生活介護事業利用

決定（却下）通知書（別記第２号様式）に

より、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の利用決定をするときは、

事業の利用について条件を付すことができ

る。 
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 （利用方法） 

第１０条 前条第１項の規定による利用決定を

受けた者（以下「利用者」という。）は、第

３条において市長が事業を委託した事業者の

中から任意の事業者を選定し、利用契約を締

結の上、事業を利用するものとする。 

 （利用者負担） 

第１１条 事業の利用料は、無料とする。ただ

し、事業を利用する際に要した原材料費等に

ついては、利用者が負担するものとする。 

 （委託料） 

第１２条 事業者は、当月分の実績に基づき、

市長に委託料を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、その

内容を審査の上、適当と認めるときは、事業

者に委託料を支払うものとする。 

 （利用申請の変更等） 

第１３条 利用者は、次の各号のいずれかに該

当するときは、速やかに亀岡市訪問型生活介

護事業利用変更・取消・中止届（別記第３号

様式）を市長に提出しなければならない。 

⑴ 第４条に規定する対象者に該当しなく 

なったとき。 

⑵ 第８条の規定による申請の内容に変更が

生じたとき。 

⑶ 事業の利用を取りやめ、又は一時的に中

止しようとするとき。 

 （利用の取消し等） 

第１４条 市長は、前条の届出があったとき、

又は次の各号のいずれかに該当するときは、

利用決定の内容を変更し、取り消し、又は中

止することができる。 

⑴ 事業を実施する必要がなくなったとき。 

⑵ 市長が事業を実施することが適当でない

と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により利用決定の内容

を変更し、取り消し、又は中止するときは、

事業者及び利用者にその旨を通知するものと

する。 

 （利用の確認） 

第１５条 事業者は、事業を実施したときは、

実績記録票を利用者に提示し、利用者の確認

を受けなければならない。 

２ 事業者は、委託料を請求するときは、前項

の規定により利用者の確認を受けた実績記録

票を市長に提出しなければならない。 

 （実施状況の報告等） 

第１６条 市長は、事業の適正な運営を図るた

め、事業者に対し、実施状況の報告を求め、

又は調査を行うことができる。 

 （関係機関との連携） 

第１７条 市長及び事業者は、事業の実施に当

たり、常に医療機関等との連携を密にするも

のとする。 

 （秘密の保持） 

第１８条 訪問支援員は、業務を行うに当たり、

個人の人権を尊重し、その身上に関する秘密

を他に漏らしてはならない。その職を退いた

後も同様とする。 

 （記録の整備） 

第１９条 訪問支援員は、常に対象者の状況、

業務の内容等を記録し整備するものとする。 

 （その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、令和６年７月１日から実施する。 

 

【別記様式 省略】 

 

「掲示済」 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

 亀岡市告示第１３２号 

 

 亀岡市母子家庭等自立支援高等職業訓練促進

給付金等事業実施要綱（平成１９年亀岡市告示

第１５５号）の一部を次のように改正する。 

 

   令和６年５月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条第２号中「１年以上（令和３年４月１

日から令和５年３月３１日までに修業を開始す

る場合には、６月以上）」を「６月以上」に改

める。 

 第３条第６号中「１年以上のカリキュラムの

修業が予定されているもの」を「６月以上のカ

リキュラムの修業が予定されているもの（雇用

保険制度の一般教育訓練給付の指定講座を受講

する場合には、情報関係の資格や講座）」に改

める。 

 第４条第１項第１号ただし書を削る。 

 第５条第１項中「１２月」の次に「（その期

間が１２月未満であるときは、当該期間）」を

加える。 

 第７条第１項中「、修業を開始した日以後に

おいて」を削る。 

 附則第２項及び第３項を削り、附則第１項の

見出し及び項番号を削る。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、令和６年

４月１日から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３３号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

に基づき、下記の国民健康保険被保険者証を無

効としたので同条第４項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 

 

亀０１０６－７２０２２ 

１ 当該者生年月日 

昭和２４年７月２１日 

２ 保 険 者 

亀岡市（２６－００７－５） 

京都府亀岡市安町野々神８番地 

３ 交付した日 

令和６年４月１日 

４ 無効になる日 

令和６年５月２９日 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１３４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「河原林町中町区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 岸  耕二 

２ 変更年月日 

   令和６年４月２１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

「大井町土田区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 山下 真弘 

２ 変更年月日 

   令和６年５月６日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１１項の規定により、地縁によ

る団体から告示事項の変更の届出があったので、

同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「東本梅町あせび区」 

１ 変更があった事項及び内容 

  代表者の住所及び氏名 

   住所 省略 

   氏名 浅野  均 

２ 変更年月日 

   令和６年５月１１日 

３ 変更理由 

   任期満了に伴う代表者の変更 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第１３７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 指定納付受託者の名称及び所在地 

株式会社ＪＲ東日本ネットステーション 

東京都渋谷区千駄ケ谷５－２７－１１ 

アグリスクエア新宿４階 

２ 指定納付受託者が納付事務を行う歳入 

寄附金 

３ 指定をした日 

令和６年４月１０日 

４ 指定の期日 

令和７年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３８号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

   令和６年５月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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第９５３号令和６年６月１７日発行 

１ 指定納付受託者の名称及び所在地 

株式会社ＪＡＬＵＸ 

東京都港区港南１－２－７０ 

品川シーズンテラス１２階 

２ 指定納付受託者が納付事務を行う歳入 

寄附金 

３ 指定をした日 

令和６年４月１６日 

４ 指定の期日 

令和７年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１３９号 

 

 亀岡市低所得世帯支援給付金支給事務実施要

綱（令和５年亀岡市告示第１３２号）の一部を

次のように改正する。 

 

   令和６年５月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条に次の２号を加える。 

⑶ 令和６年６月１日から実施する亀岡市低

所得世帯支援給付金（住民税均等割のみ課

税世帯）（以下「第３次給付金」とい

う。） 

⑷ 令和６年６月１日から実施する亀岡市低

所得世帯支援給付金（こども加算）（以下

「第４次給付金」という。） 

 第３条第３項各号列記以外の部分中「該当す

る世帯は、低所得世帯支援給付金」を「該当す

る世帯の世帯主は、第１次給付金及び第２次給

付金」に改め、同項第１号中「令和５年度に」

を削り、「低所得世帯支援給付金」を「第１次

給付金又は第２次給付金」に改め、同条に次の

４項を加える。 

４ 第３次給付金の支給対象者は、第２次基準

日において、市の住民基本台帳に記録されて

いる者（第２次基準日以前に、住民基本台帳

法第８条の規定により住民票を消除されてい

た者で、第２次基準日において、日本国内で

生活していたが、いずれの市町村の住民基本

台帳にも記録されておらず、かつ、第２次基

準日の翌日以後初めて市の住民基本台帳に記

録されることとなったものを含む。）であっ

て、同一の世帯に属する者のいずれかが、地

方税法の規定による令和５年度分の市町村民

税均等割のみが課されている者であり、それ

以外の世帯員が、同年度分の市町村民税均等

割のみが課されている者又は市町村民税均等

割が非課税である者（租税条約及び市町村の

条例で定めるところにより当該市町村民税均

等割を免除された者を含む。）で構成される

世帯の世帯主とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいず

れかに該当する世帯は、第３次給付金の支給

の対象としない。 

⑴ 他の市町村等から第２次給付金又は第３

次給付金と同様の趣旨の他の給付金等の支

給を受けた世帯 

⑵ 市町村民税均等割が課税されている者の

扶養親族等のみで構成される世帯 

６ 第４次給付金の支給対象者は、第２次給付

金又は第３次給付金の支給対象者であって、

次の各号のいずれかに該当する世帯の世帯主

とする。 

⑴ 第２次基準日において、１８歳に達する

日以後の最初の３月３１日までの間にある

者を含む１８歳以下の児童（第３号及び次

項において「児童」という。）を世帯員に

含む世帯 

⑵ 第２次基準日の翌日から市長が別に定め
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る日までの間に出生した児童を世帯員に含

む世帯 

⑶ 別世帯に属する児童を扶養する者を世帯

員に含む世帯 

７ 前項の規定にかかわらず、児童のみで構成

される単身世帯の世帯主は第４次給付金の支

給の対象としない。 

 第４条に次の２項を加える。 

３ 第３次給付金の支給額は、１世帯当たり 

１００，０００円とする。 

４ 第４次給付金の支給額は、前条第６号各号

に該当する児童（以下「対象児童」とい

う。）１人当たり５０，０００円とする。 

 第７条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定による支給の通知を受けた者は、

受給を辞退する場合、受取口座を変更する場

合又は対象児童に減少がある場合は、その旨

を市長に届け出なければならない。 

 第８条中第３項を第４項とし、第２項を第３

項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 対象児童に増加がある場合の申請について

は、前項の規定を準用する。 

 第１０条に次の２項を加える。 

５ 第３次給付金及び第４次給付金の申請受付

開始日は、令和６年６月３日とする。 

６ 第３次給付金及び第４次給付金に係る確認

書等の提出期限は、令和６年７月３１日とし、

第３条第６項第２号に該当する児童に係る申

請書の提出期限は、令和６年８月３１日とす

る。ただし、市長が別に定める場合は、この

限りでない。 

 第１３条第１項中「又は第４項」を「、第４

項又は第６項」に改める。 

 別記第２項第４号中「若しくは」を「又は」

に改め、「し、又は売春防止法（昭和３１年法

律第１１８号）第３６条に規定する婦人保護施

設に入所」を削る。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 
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公 告 
 

 亀岡市公告第３３号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   令和６年５月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市千代川町高野林腰前３の２の一部、

３の３の一部、３の４の一部、５の一部、

６の１の一部、市有地 

（関連区域） 

 亀岡市千代川町高野林腰前３の２の一部、

３の４の一部、３の５の一部、３の６の一

部、３の７の一部、５の一部、６の１の一

部、市有地 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

亀岡市千代川町小川２丁目１の１８ 

株式会社アサヒ 
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 亀岡市公告第３４号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日促進工事（発注者指定方式）」の対象である。 

また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和６年５月２日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

1 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  6人権第1号 

⑵ 工 事 名  保津文化センター給水装置改修工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市保津町弐番地内 

⑷ 工 事 種 別  管工事 

⑸ 工 事 概 要  加圧給水方式を直圧給水方式に変更 

給水設備工事            一式 

駐車場改修工事           一式 

給水設備に伴う電気設備撤去工事   一式 

⑹ 予定価格（税込）  11,088,000円 

          【入札書比較価格（税抜）10,080,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から令和6年9月30日まで 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  有（原則請負金額の40％以内。保証事業会社の保証が必要。） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 
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２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「管工事」に登録された者のうち、

亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 亀岡市指定給水装置工事事業者であること。 

⑶ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月2日（木） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月2日（木） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

 

令和6年5月13日（月） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月14日（火） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和6年5月15日（水） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年5月10日（金） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年5月16日（木） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 

 

 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年5月17日（金） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和6年5月21日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月22日（水） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 
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開札日時 令和6年5月23日（木） 

午前10時 

電子入札システムに

よる 

  （注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

     入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ 「週休2日促進工事（発注者指定方式）」の詳細については、亀岡市週休2日制促進工事実施

要領等（亀岡市ホームページ掲載）によるものとする。 

⑸ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課 （電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第３５号 

 

 亀岡市学校給食基本計画策定等業務委託業務

について、公募型プロポーザル方式により事業

者の選定を行うので、次のとおり公告する。 

 

   令和６年５月２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

 亀岡市学校給食基本計画策定等業務委託 

⑵ 業務内容 

 市立小中学校に給食提供する学校給食施

設整備を行っていくにあたり、必要となる

内容を定める学校給食基本計画の策定及び

民間活力等導入可能性調査業務を委託する

ものである。 

⑶ 業務期間 

 契約締結日から令和７年３月３１日まで 

⑷ 見積限度額 

 １１，０００，０００円 

 （消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２ その他 

 詳細は、亀岡市学校給食基本計画策定等業

務委託公募型プロポーザル実施要領による。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第３６号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和６年５月７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  道修第1号 

⑵ 工 事 名  市内一円市道外舗装修繕工事（単価契約） 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市内一円地内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事（単価契約） 

⑸ 工 事 概 要  市内一円市道外舗装修繕  1式 

⑹ 予定価格（税込）  649,000円 

          【入札書比較価格（税抜）590,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から令和7年3月31日まで 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  無 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金  免除 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 
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４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月7日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月7日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

 

令和6年5月14日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月15日（水） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和6年5月16日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年5月13日（月）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年5月17日（金）午後3時まで 

共通事項5のとおり 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年5月20日（月）午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和6年5月22日（水） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月23日（木） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和6年5月24日（金） 

午前10時 

電子入札システムに

よる 

  （注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

     入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 
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７ その他 

⑴ 本工事を落札した者は、「6上下第1号 点々舗装復旧工事（単価契約）」への入札参加資格

を失うものとする。 

⑵ 最低制限価格については、「亀岡市工事請負契約に係る最低制限価格の算定基準（令和5年4

月改正）」⑵による計算方法とする。 

⑶ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑷ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑸ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑹ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課（電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第３７号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和６年５月７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  6上下第1号 

⑵ 工 事 名  点々舗装復旧工事（単価契約） 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市水道区域及び下水道区域内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事（単価契約） 

⑸ 工 事 概 要  アスファルト舗装版切断工 他 

⑹ 予定価格（税込）  2,381,500円 

          【入札書比較価格（税抜）2,165,000円】 
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⑺ 工 期  契約日の翌日から令和7年3月31日まで 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  無 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金  免除 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月7日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月7日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和6年5月14日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月15日（水） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和6年5月16日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年5月13日（月）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年5月17日（金）午後3時まで 

共通事項5のとおり 
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質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年5月20日（月）午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和6年5月22日（水） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月23日（木） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和6年5月24日（金） 

午前11時 

電子入札システムに

よる 

  （注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

     入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 「道修第1号 市内一円市道外舗装修繕工事（単価契約）」を落札した者は、本工事への入

札参加資格を失うものとする。 

⑵ 最低制限価格については、「亀岡市工事請負契約に係る最低制限価格の算定基準（令和5年4

月改正）」⑵による計算方法とする。 

⑶ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑷ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑸ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑹ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課（電話0771-25-5041） 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第３８号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日促進工事（受注者希望方式）」の対象である。 

 また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和６年５月１０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  5教第6号 

⑵ 工  事  名  亀岡市立南桑中学校トイレ大規模改修工事（Ⅰ期） 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市薭田野町太田丸橋地内 

⑷ 工 事 種 別  建築一式工事 

⑸ 工 事 概 要  生徒用トイレ 3箇所 

          建築工事     一式 

          電気設備工事 一式 

          機械設備工事 一式 

⑹ 工 期  契約の翌日から令和6年9月30日まで 

⑺ 部 分 払  無 

⑻ 前 金 払  有（原則請負金額の40％以内。保証事業会社の保証が必要。） 

⑼ 中間 前金 払   請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払金

の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により工

期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代

金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場

合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内 保証事業会社

の保証が必要） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った
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場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「建築一式工事」の「Ａ等級」に認

定された者のうち、希望順位1位で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参

加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（建築一式工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和5年4月1日以降に発注した建築一式工事（Ａ等級

対象工事）の競争入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるもの

をいう。ただし、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札

したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の建築一式工事

（Ａ等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を

失う。） 

⑷ 受注金額が1億円を超える場合は、入札に参加することができない。 

（※受注金額は、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した土木一式工事、建築一式工

事及び水道施設工事における受注総計額とする。また、公告日から開札日までの間に、受注金

額が1億円を超える場合は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。ただ

し、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるもの、亀岡市長以外と契約した工事や契約変更の増

減額は対象外とする。） 

⑸ 受注件数が1件ある場合は、入札に参加することができない。 

（※受注件数とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した建築一式工事（Ａ等級対

象工事）で受注した件数をいう。また、公告日から開札日までの間に、他の建築一式工事（Ａ

等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。

ただし、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札したもの

は受注件数に含まない。） 

⑹ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑺ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載
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がなく、下請総額が4,500万円（建築一式は7,000万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。ただし、請負金額が4,000万円（建築一式

工事の場合は8,000万円）未満の場合は、監理技術者等を非専任で配置することができる。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月10日（金） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月10日（金） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

 

令和6年5月22日（水） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月23日（木） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和6年5月24日（金） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年5月21日（火）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年5月27日（月）午後3時まで 

共通事項5-1のとお

り 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年5月29日（水）午後5時まで 

共通事項5-1のとお

り 

入札期間 

 

 

令和6年6月4日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年6月5日（水） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 
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予定価格の公表 令和6年6月5日（水）午後4時以降 入札情報公開システ

ムによる 

予定価格に関する質問の

受付 

予定価格の公表をしたときから 

令和6年6月7日（金）正午まで 

共通事項5-2のとお

り 

予定価格に関する質問へ

の回答 

令和6年6月10日（月）午後5時まで 共通事項5-2のとお

り 

 【予定価格に関する質

問がないとき】 

【予定価格に関する質

問があるとき】 

 

開札日時 令和6年6月10日（月）

午前10時 

令和6年6月11日（火）

午前10時 

電子入札システムに

よる 

再度入札を行う場合の入

札期間 

令和6年6月11日（火） 

午前9時から午後3時ま

で 

令和6年6月12日（水） 

午前9時から午後3時ま

で 

共通事項6のとおり 

再度入札の開札日時 令和6年6月11日（火） 

午後3時以降 

令和6年6月12日（水） 

午後3時以降 

電子入札システムに

よる 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 入札金額が、予定価格以下で最低制限価格以上となっている、最低価格の入札者を落札者とす

る。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 入札2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより

送信が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札

書受付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）

予備日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ 「週休2日促進工事（受注者希望方式）」の詳細については、亀岡市週休2日制促進工事実
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施要領等（亀岡市ホームページ掲載）によるものとする。 

⑸ その他については、共通事項のとおりとする。  

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課 （電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第３９号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日促進工事（発注者指定方式）」の対象である。 

 また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和６年５月１３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  6土道改第3号 

⑵ 工 事 名  市道川東線道路改良工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市旭町山ノ神地内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長 Ｌ＝169.40ｍ  幅員 Ｗ＝2.12～2.95ｍ 

          舗装工 

           舗装打換え工 舗装版切断           4ｍ 

                  舗装版破砕           373㎡ 

                  殻運搬・処分          14㎥ 

                  路盤工             4㎡ 

                  表層              379㎡ 

           舗装準備工  不陸整正            373㎡ 

          構造物撤去工 

           作業土工                   1式 

           構造物取壊し工 コンクリート構造物取壊し   0.9㎥ 

           縁石撤去工 地先境界ブロック撤去       33ｍ 

           運搬処理工                  1式 
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          仮設工 

           交通管理工                  1式 

⑹ 予定価格（税込）  3,839,000円 

          【入札書比較価格（税抜）3,490,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から100日間 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  無 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金  免除 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した舗装工事の競争入札に

より落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災害復

旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札した

ものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の競争入札

で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月13日（月） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月13日（月） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 
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入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和6年5月20日（月） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月21日（火） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和6年5月22日（水） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年5月17日（金）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年5月23日（木）午後3時まで 

共通事項5のとおり 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年5月24日（金）午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和6年5月28日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月29日（水） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和6年5月30日（木） 

午前10時 

電子入札システムに

よる 

  （注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

     入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信
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が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ 「週休2日促進工事（発注者指定方式）」の詳細については、亀岡市週休2日制促進工事実施

要領等（亀岡市ホームページ掲載）によるものとする。 

⑸ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４０号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日促進工事（発注者指定方式）」の対象である。 

 また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和６年５月１３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  道修第4号 

⑵ 工 事 名  市道柏原森線外1線道路維持修繕工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市東つつじケ丘都台1丁目地内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長               Ｌ＝33.00ｍ 

          舗装工事 アスファルト舗装      Ａ＝265.70㎡ 

               薄層カラー舗装（RPN-301）  Ａ＝14.50㎡ 

               薄層カラー舗装（RPN-303）  Ａ＝6.20㎡ 

          区画線工               一式 

          防護柵工 車止め           Ｎ＝4個 

          構造物撤去工             一式 

⑹ 予定価格（税込）  3,142,700円 

          【入札書比較価格（税抜）2,857,000円】 
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⑺ 工 期  契約日の翌日から120日間 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  無 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金  免除 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した舗装工事の競争入札に

より落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災害復

旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札した

ものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の競争入札

で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月13日（月） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月13日（月） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和6年5月20日（月） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月21日（火） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 
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入札参加確認通知の送付 令和6年5月22日（水） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年5月17日（金）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年5月23日（木）午後3時まで 

共通事項5のとおり 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年5月24日（金）午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 令和6年5月28日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月29日（水） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和6年5月30日（木） 

午前11時 

電子入札システムに

よる 

  （注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

     入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 
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⑷ 「週休2日促進工事（発注者指定方

式）」の詳細については、亀岡市週休2日

制促進工事実施要領等（亀岡市ホームペー

ジ掲載）によるものとする。 

⑸ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 総務部 契約検査課 

    （電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４１号 

 

 旧農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律

第６５号）第１８条第１項の規定により、農用

地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の

規定により公告し、その関係書類を次により縦

覧に供する。 

 

   令和６年５月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 令和６年５月１５日以後、常時備え置く

こととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第４２号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   令和６年５月２０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市馬路町堂ノ前１００、１０１、 

２００４の一部 

（関連区域） 

 亀岡市馬路町堂ノ前１００１の一部、 

２００４の一部、小文字１００４の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

亀岡市馬路町御蔵３ 

中澤 涼 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第４３号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日促進工事（発注者指定方式）」の対象である。 

 また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。  

 

   令和６年５月２１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号   公第3号 

⑵ 工  事  名   亀岡運動公園プール起流ポンプ更新工事 

⑶ 工 事 場 所   亀岡市吉川町吉田地内 

⑷ 工 事 種 別   機械器具設置工事 

⑸ 工 事 概 要   起流ポンプ設備更新    4台 

          撤去・設置工       1式 

          廃棄物運搬処分      1式 

          総合試運転調整      1式 

⑹ 予定価格（税込）  66,484,000円 

          【入札書比較価格（税抜）60,440,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から令和7年3月14日まで 

⑻ 部  分  払   無 

⑼ 前  金  払   有（当該工事契約金額の40％以内、保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 中間前金払    請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払金

の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により工

期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代

金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場

合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内 保証事業会社

の保証が必要） 

⑾ 最低制限価格  採用 

⑿ 入札保証金   免除 

⒀ 契約保証金    落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社
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をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒁ 支給材料及び貸与品  無 

⒂ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度において、亀岡市競争入札参加資格者名簿（工事）に「機械器具設置」で登録さ

れており、最新の経営事項審査で「機械器具設置」の平均欄に完成工事高があること。また、

入札参加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体等の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載

がなく、下請総額が4,500万円（建築一式は7,000万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。ただし、請負金額が4,000万円（建築一式

工事の場合は8,000万円）未満の場合は、監理技術者等を非専任で配置することができる。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

⑷ 経営規模等評価結果通知書 総合評定値通知書の写し 

※ 最新の「経営規模等評価結果通知書 総合評定値通知書の写し」を添付すること。 
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４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月21日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月21日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和6年5月30日（木） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年5月31日（金） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和6年6月3日（月） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年5月29日（水） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年6月5日（水） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年6月7日（金） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和6年6月12日（水） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年6月13日（木） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和6年6月14日（金） 

午前10時 

電子入札システムに

よる 

 （注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

    入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 
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６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし、「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予

備日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ 本案件は、災害復旧対象工事ではない。 

⑸ 「週休2日促進工事（発注者指定方式）」の詳細については、亀岡市週休2日制促進工事実施

要領等（亀岡市ホームページ掲載）によるものとする。 

⑹ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課 （電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４４号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 

   令和６年５月２１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 入札に付する事項 

⑴ 業 務 名   議場設備等改修業務 

⑵ 業務場所   仕様書のとおり 

⑶ 業務概要   仕様書のとおり 

⑷ 業務期間   契約締結日から令和7年3月31日まで 

⑸ 最低制限価格 不採用 



 
亀 岡 市 公 報 

 60 

第９５３号令和６年６月１７日発行 

⑹ 入札保証金  免除 

⑺ 契約保証金  免除 

 

２ 入札参加要件 

 参加者は、次の全ての要件に該当すること。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑵ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体等の指名停止期間中でないこと。 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定

する暴力団（以下「暴力団」という。）のほか、次のいずれかに該当する者（次のいずれかに

該当した者であって、その事実がなくなった後2年間を経過しない者を含む。）でないこと。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。） 

イ 法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者が暴力団員であ

る者又は暴力団員がその経営に関与している者 

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て暴力団の利用等をしている者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

キ 暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて入札に参加しようとする者 

ク 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれの

ある団体に属する者（その事実がなくなった後2年間を経過しない者を含む。） 

⑷ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更

生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ

き再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）で

ないこと。 

⑸ 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立てをしていないこと。 

⑹ 亀岡市「令和6・7年度 物品購入等に関する競争入札参加資格者名簿」に登録している者で

あること。 

⑺ 過去に議場改修を行った実績があること。 

⑻ 電気工事業、又は電気通信工事業の建設業許可を有すること。 

⑼ 受注者は電気工事士第2種以上の資格を保有する者を責任者に任命し、施工管理等の業務に

従事できる体制があること。なお、責任者に任命する者は受注者に限り、委託業者は不可とす

る。 

⑽ 議場設備等に障害が発生し、修理及びサポートを依頼した場合、早急に復旧できるよう1時

間以内（平日）に一次訪問対応できる体制がとれること。 
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３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書（様式1） 

⑵ 議場改修の実績調書（様式2）  

⑶ 電気工事業、又は電気通信工事業の建設業許可を有することが確認できる書類 

⑷ 業務責任者予定者経歴書（様式3） 

⑸ 修理及びサポート時の一次訪問対応について（様式4） 

⑹ 入札参加資格要件を満たしていることの誓約書（様式5） 

 

４ 入札手続等 

手続等 期間・期日・期限等 手続の方法等 

一般競争入札

参加資格確認

申請書等の配

布期間 

令和6年5月21日（火） 

午後3時から 

令和6年6月5日（水） 

午後5時まで 

１ 一般競争入札参加資格確認申請書（以下

「確認申請書」という。）等及び仕様書等

は、亀岡市入札情報公開システム（以下「入

札情報公開システム」という。）の発注情報

閲覧からダウンロードすること。 

２ やむを得ず窓口配布を希望する場合は、問

い合わせの上配布期間内の受付時間中（令和

6年5月21日（火）は午後3時から午後5時ま

で、令和6年5月22日（水）以降は午前9時か

ら正午まで及び午後1時から午後5時まで）に

契約検査課に来庁して入手すること。ただ

し、閉庁日を除く。 

確認申請書等

の受付 

 

 

令和6年6月5日（水） 

午後5時まで 

 入札に参加を希望する者は、当該の公告に示

す提出資料を提出し、入札参加資格の確認を受

けなければならない。また、提出した書類に関

し、契約担当者から説明を求められた場合は、

それに応じなければならない。 

⑴ 提出方法 

 持参又は郵送により提出すること。 

 なお、郵送の場合は書留にて、令和6年6

月5日（水）午後5時までに契約検査課必着

とする。また、郵送時に契約検査課まで郵

送した旨の電話連絡をすること。郵送した

旨の電話連絡がない場合は、受け付けでき

ないことがあるので留意すること。 

⑵ 提出書類 

 当該公告の「３ 入札参加資格確認申請

時の提出書類」に定める書類 
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  ⑶ その他 

ア 提出書類作成等に要する費用は、申請

者の負担とし、提出された書類は返却し

ない。 

イ 提出書類は、公告で指定した様式にて

作成すること。 

ウ 提出された書類は、本市において無断

使用することはない。 

エ 虚偽の記載をした者は、当該業務の入

札への参加を認めないとともに、市の指

名停止措置を行うことがある。 

入札参加資格

確認通知書の

送付 

令和6年6月7日（金）まで

に発送 

 確認申請書等を提出した入札参加希望者に対

し、結果を文書により通知する。 

 入札は、「一般競争入札参加資格確認通知

書」により「参加資格有」の通知を受けた者の

みが参加できる。 

確認申請書等

及び仕様書等

に関する質問

の受付 

確認申請書等に関する質問 

令和6年6月5日（水） 

午後5時まで 

 

仕様書等に関する質問 

令和6月6月11日（火） 

正午まで 

１ 確認申請書等に関する質問は、公告に示す

期間内に契約検査課において電話にて随時受

け付ける。 

２ 仕様書等に関する質問については、質問書

（様式6）にて行うこととし、「９ 問い合わ

せ先」に記載の電子メールアドレスへ電子 

メールにて提出すること。質問内容を簡潔に

まとめて記載して、電子メールに添付し提出

すること。 

 添 付 フ ァ イ ル は 、 「 Microsoft Word 

2010」（Windows版）で支障なく再現できる

こと。 

 口頭による質問は受け付けない。 

 提出後、質問書を提出した旨を契約検査課

へ電話連絡すること。送付した旨の電話連絡

がない場合は、質問書を受け付けできないこ

とがあるので留意すること。 

質問に関する

回答 

確認申請書等に関する回答 

随時 

 

１ 確認申請書等に関する質問の回答について

は、随時、原則質問者にのみ行う。 

２ 仕様書等に関する質問の回答については、

当該公告に示す日時までに電子メールにて入

札参加資格者全員に回答する。 
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 仕様書等に関する回答 

令和6年6月13日（木） 

午後5時まで 

３ その他、不当に混乱を招くことが危惧され

ると判断した質問については、回答しない旨

を回答書に記載することがある。 

４ 回答期日までに回答がない場合は、基本的

に質問はなかったものとする。 

同等品承認申

請書の受付 

令和6年6月17日（月） 

正午まで 

同等品承認申請については、同等品承認申請

書（様式7）にて行うこととし、「９ 問い合わ

せ先」に記載の電子メールアドレスへ電子メー

ルにて提出すること。仕様が確認できるカタロ

グ、変更機器のシステム系統図等を添付するこ

と。 

 添付ファイルは、「Microsoft Word 2010」

（Windows版）で支障なく再現できること。 

 提出後、同等品承認申請書を提出した旨を契

約検査課へ電話連絡すること。送付した旨の電

話連絡がない場合は、同等品承認申請書を受け

付けできないことがあるので留意すること。 

同等品申請に

関する回答 

令和6年6月21日（金） 

午後5時まで 

１ 同等品申請に関する回答については、当該

公告に示す日時までに電子メールにて入札参

加資格者全員に回答する。 

２ その他、不当に混乱を招くことが危惧され

ると判断した申請については、回答しない旨

を回答書に記載することがある。 

３ 回答期日までに回答がない場合は、基本的

に申請はなかったものとする。 

入札日時 令和6年6月25日（火） 

午前10時（厳守） 

 入札については、「５ 入札に関する留意事

項」のとおり 

 

５ 入札に関する留意事項 

⑴ 入札方法は、紙入札とする。指定の日時に亀岡市役所入札室（市役所4階）に入札書（様式

8）を持参すること。（入札開始の10分前には到着を心掛けること。） 

⑵ 入札は、最大3回まで行うので入札書を3部準備すること。 

⑶ 入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 

⑷ 入札者が相連合し、又は不穏な挙動をする等の場合で競争入札を公正に執行することができ

ない状態にあると認めたときは、当該入札を延期し、又はこれを廃止することができる。 

⑸ 入札者は、仕様書等を熟知の上、入札しなければならない。 

⑹ 入札書に記載する金額は、仕様書に記載の業務の合計金額とする。また、落札決定にあたっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算した金額をもっ
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て落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載す

ること。 

⑺ 入札の辞退 

 入札に参加できない事情がある場合には、入札執行の完了に至るまでに入札辞退届（様式

9）を提出しなければならない。 

⑻ 書面による入札 

ア 代理人が入札する場合は、委任状（様式10）を提出しなければならない。この場合、入札

書に入札者の住所、商号又は名称及び代表者氏名、当該代理人の氏名を記載して、押印（代

理人の印を使用）しておかなくてはならない。 

イ 入札書は封筒に入れ密封し、かつ、封筒の表に商号又は名称、代表者名及び件名を記載し

押印の上、封筒の開口部を封印すること（代理人が入札する場合は当該代理人名を記載の上、

代理人の印を使用）。 

 なお、開札後予定価格の制限の範囲内の入札がないときで再度の入札を行う場合にあって

は、この限りでない。 

ウ 開札は、公告に掲げる入札日時及び場所において、入札者又はその代理人を立ち会わせて

行う。 

⑼ 入札の無効及び失格 

 次のいずれかに該当する場合は、入札を無効とする。 

 なお、無効な入札をした者は、再度の入札に加わることはできない。 

ア 公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者の入札 

イ 確認申請書等の提出を履行しなかった者又は確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札 

ウ 同じ入札に2以上の入札（他人の代理としての入札を含む。）をした者の入札 

エ 入札に関し、不正の利益を得るための連合その他の不正行為をした者又はその疑いのある

者の入札 

オ 一般競争入札参加資格確認通知書により「参加資格有」の通知を受けた後、指名停止措置

を受けて開札時点において指名停止期間中である者等、開札時点において入札に参加する資

格のない者の入札 

カ 金額を訂正した入札書又は金額を特定することができない入札書で入札をした者の入札 

キ 氏名、印鑑又は重要な文字が誤脱又は不明瞭のため、入札参加者又は対象案件を特定する

ことができない入札書で入札をした者のした入札 

ク 入札関係職員の指示に従わない等、入札場の秩序を乱した者 

ケ 再度入札に付して最低価格札の発表をしたにもかかわらず、当該最低価格以上の価格で入

札をした者 

コ その他入札条件に違反した者 

⑽ 落札者の決定方法 

ア 亀岡市財務規則（昭和40年亀岡市規則第1号）第110条の規定により作成された予定価格の

制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 
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 なお、落札者となるべき同価の入札をした者が2人以上あるときは、直ちに当該入札者に

くじを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係のな

い職員にくじを引かせるものとする。 

イ 落札者が決定通知のあった日から指定する期日までに契約を締結しないときは、落札者は

当該契約の相手方となる資格を失うものとする。 

⑾ その他亀岡市財務規則に基づき執行する。 

 

６ 違約金 

 落札者が契約を締結しないときは、落札金額の100分の5相当額の違約金を徴収する。 

 

７ 契約書作成の要否 

 要 

 

８ その他 

⑴ 入札参加者は、別添の仕様書等を熟読し、関係法令等を遵守すること。 

⑵ 本市が提示する資料及び回答書は、契約関係書類と一体のものとして、同等の効力を有する

ものとする。 

⑶ 本市が必要と認めたときは、入札を延期、中止又は取り消すことがある。 

⑷ 落札者の決定後、当該入札に付する業務に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該業務契約を締結しないことがある。 

⑸ 確認申請書等に虚偽の記載をした場合には、当業務の入札に参加できないとともに、亀岡市

の指名停止措置を行うことがある。 

⑹ 上記に定めるもののほか、亀岡市財務規則の定めるところによる。 

⑺ 予定価格は公表しないものとする。 

 

９ 問い合わせ先 

〒621-8501 

京都府亀岡市安町野々神 8 番地 

亀岡市総務部 契約検査課 （電話番号 0771-25-5009） 

             （FAX 番号 0771-25-5157） 

    電子メールアドレス：sikkou-kanri@city.kameoka.lg.jp 

    ホームページ   ：https://www.city.kameoka.kyoto.jp 

 

「掲示済」 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 66 

第９５３号令和６年６月１７日発行 

 亀岡市公告第４５号 

 

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）第１０３条第３項の規定により、亀岡市高

野林・小林土地区画整理組合から亀岡市高野

林・小林土地区画整理事業の換地処分をした旨

の届出があったので、同法同条第４項の規定に

より公告する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４６号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   令和６年５月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市荒塚町２丁目３０の１の一部 

（関連区域） 

 亀岡市荒塚町２丁目２０の５５の一部、

３０の３、３０の４、３０の５、３０の６、

３１の３の一部、市有地 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

亀岡市荒塚町１丁目３１の６ 

山和建設株式会社 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第４７号 

 

 「犬と暮らしやすいまち亀岡」冊子作成等業

務について、公募型プロポーザル方式により事

業者の選定を行うので、次のとおり公告する。 

 

   令和６年５月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

 「犬と暮らしやすいまち亀岡」冊子作成

等業務 

⑵ 業務内容 

 「犬と暮らしやすいまち亀岡」をテーマ

とした冊子の発行に係る一連の業務を行う。 

⑶ 業務期間 

 契約締結日から令和６年１１月２９日ま

で 

⑷ 業務場所 

 京都府亀岡市域 

⑸ 提案限度額 

 １，０００千円 

 （消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２ その他 

 詳細は、「犬と暮らしやすいまち亀岡」冊

子作成等業務公募型プロポーザル実施要領に

よる。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第４８号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項に関する工事が完了したので、次のと

おり公告する。 

 

   令和６年５月２９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市下矢田町２丁目１１６の１ 

（関連区域） 

 亀岡市下矢田町２丁目１１６の４、１１６の５、府有地、市有地 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

枚方市東香里元町２８の３２ 

ＴＨ土地開発株式会社 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第４９号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日促進工事（発注者指定方式）」の対象である。 

 また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和６年５月３０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  道修第6号 

⑵ 工  事  名  市道大井側道支線4号線道路維持修繕工事（通学路整備） 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市薭田野町太田地内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長 Ｌ＝113.65ｍ  幅員 Ｗ＝6.65～13.00ｍ 
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          舗装工 

           舗装打換え工 舗装版切断    Ｌ＝42.0ｍ 

                  舗装版破砕    Ａ＝808.6㎡ 

                  殻運搬      Ｖ＝40.4㎥ 

                  不陸整正     Ａ＝808.6㎡ 

                  表層       Ａ＝808.6㎡ 

          標識工              1式 

          区画線工             1式 

          道路附属施設工          1式 

          仮設工              1式 

⑹ 予定価格（税込）  9,677,800円 

          【入札書比較価格（税抜）8,798,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から140日間 

⑻ 部  分  払  無 

⑼ 前  金  払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  有 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した舗装工事の競争入札に

より落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災害復

旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札した

ものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の競争入札

で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 
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⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和6年5月30日（木） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和6年5月30日（木） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和6年6月6日（木） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年6月7日（金） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和6年6月10日（月） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和6年6月5日（水）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和6年6月11日（火）午後3時まで 

共通事項5のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和6年6月13日（木）午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和6年6月17日（月） 

午前9時から午後5時まで 

令和6年6月18日（火） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和6年6月19日（水） 

午前10時 

電子入札システムに

よる 

 （注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

    入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 
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 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ 「週休2日促進工事（発注者指定方式）」の詳細については、亀岡市週休2日制促進工事実施

要領等（亀岡市ホームページ掲載）によるものとする。 

⑸ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 71

第９５３号令和６年６月１７日発行 

 

任免及び辞令 
 

             山 内   昭 

             竹 内 光 雄 

             櫻 井 邦 男 

             堀 下 孝 次 

             大 津 一 則 

             法 貴 良 好 

             長 尾 敬 行 

             竹 岡   敏 

             由 良 隆 夫 

             堀 田   稔 

             西 田 新 司 

（各 通）        野 田 典 和 

             大 釜 茂 和 

             湯 浅   豊 

             中 川   徹 

             吉 川   肇 

             廣 瀬 照 雄 

             上 田 政 行 

             關 本 卓 男 

             木 曽 布 恭 

             谷 口   貢 

             野 中 康 朗 

             山 下 雅 一 

亀岡市自治委員に委嘱します 

   令和６年５月１日 

 

             關 本 卓 男 

亀岡市民生委員推せん会委員に委嘱します 

任期は令和８年１０月３１日までとします 

             上 田 政 行 

亀岡市都市計画審議会委員に委嘱します 

任期は令和６年９月４日までとします 

             上 田 政 行 

亀岡市景観審議会委員に委嘱します 

任期は令和７年１２月２０日までとします 

   令和６年５月２日 

             松 岡 京 美 

（各 通）
        玉 記 道 子 

             森 田   剛 

             中 川 清 一 

亀岡市行政改革推進委員会委員に委嘱します 

任期は令和７年５月２９日までとします 

   令和６年５月２９日 
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監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、令和５年度定期監査

及び行政監査の結果に基づき講じた措置について、亀岡市長から通知があったので、次のとおり公

表する。 

 

   令和６年５月１日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 齊藤一義 

 

令和５年度定期監査及び行政監査結果に対する措置状況 

 

指 摘 事 項 講 じ た 措 置 

環境先進都市推進部 資源循環推進課 

一般廃棄物処理手数料の納入通知書において、納

期限に誤りがあった。 

亀岡市財務規則には、納期限は原則として納入通

知書の発行日から１４日以内とし、休日に当たると

きは、その翌日としなければならないと定められて

いる。 

規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

 

教育部 教育総務課 

(ｱ) 学校施設使用料の徴収について、調定金額に

一部誤りがあった。 

地方自治法施行令には、歳入の調定は、当該

歳入について、所属年度、歳入科目、納入すべ

き金額、納入義務者等を誤っていないかどうか

その他法令又は契約に違反する事実がないかど

うかを調査してこれをしなければならないと定

められている。 

規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

 

指摘事項について財務規則第３１条に基

づき適正な事務処理を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

学校施設使用料については、請求内容を

確認するためのチェックリストに表の縦横

計算が正しいかを確認する項目を設け、調

定に当たっては、複数人による確認を行う

こととして、チェック体制を強化し、規定

に基づき適正な事務処理を徹底することと

した。 
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(ｲ) 学校施設の使用について、使用許可書等を確

認したところ、摩擦熱で消えるペンが使用され

ているものが見受けられた。 

提出された書類の確認を十分に行い、不備が

ある場合は指導するなど、適正な事務処理をさ

れたい。 

市内小・中・義務教育学校、学校施設使

用団体に摩擦熱で消えるペンの使用につい

て周知を行うとともに、使用許可書等の確

認用チェックリストに摩擦熱で消えるペン

についての項目を追加して十分な確認を行

うことにより、適正な事務処理を徹底する

こととした。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第６号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、令和５年度財政援助

団体等監査の結果に基づき講じた措置について、亀岡市長から通知があったので、次のとおり公表

する。 

 

   令和６年５月１日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 齊藤一義 

 

令和５年度財政援助団体等監査結果に対する措置状況 

 

指 摘 事 項 講 じ た 措 置 

生涯学習部 市民力推進課 

（公益財団法人生涯学習かめおか財団） 

生涯学習事業助成金の交付に係る実績報告書にお

いて、添付されている領収書に領収理由が記載され

ていないものがあった。 

適正な事務処理を行うよう改善指示されたい。 

 

 

今後は、適正な事務処理と確認を徹底す

るよう指導しました。 

 

「掲示済」 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 74 

第９５３号令和６年６月１７日発行 

教育委員会欄 
 

教育長訓令 
 

 亀岡市教育委員会教育長訓令第５号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市学校給食調理・配送等業務委託事業者

選定委員会設置要綱の一部を改正する訓令を次

のように定める。 

 

   令和６年５月１日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 神先宏彰 

 

亀岡市学校給食調理・配送等業務

委託事業者選定委員会設置要綱の

一部を改正する訓令 

 

 亀岡市学校給食調理・配送等業務委託事業者

選定委員会設置要綱（平成２７年亀岡市教育委

員会教育長訓令第６号）の一部を次のように改

正する。 

 

 第３条第４項第５号を次のように改める。 

⑸ 財政課長 

 第３条第４項中第７号を削り、第８号を第７

号とし、第９号を削り、第１０号を第８号とす

る。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、令和６年５月１日から施行する。 

選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第６号 

 

 公職選挙法第２２条第１項による選挙人名簿

の登録を行う日を、同項の規定により、登録月

の１日の直後の亀岡市の休日を定める条例第１

条に定める市の休日以外の日に次のように変更

する。 

 

   令和６年５月２７日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 美馬義晴 

 

変更前  令和６年６月１日 

変更後  令和６年６月３日 

 

「掲示済」 
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農業委員会欄 
 

公 告 
 

 亀岡市農業委員会公告第６号 

 

 令和６年６月定例総会を下記のとおり公告す

る。 

 

   令和６年５月３１日 

 

          亀岡市農業委員会 

            会長 神﨑 弥 

 

記 

 

１ 日 時 

   令和６年６月５日（水） 

   午後１時３０分から 

２ 場 所 

   亀岡市役所 ３０２・３０３会議室 

３ 議 題 

・第１号議案 農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第２号議案 農地法第５条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第３号議案 非農地証明交付について 

・第４号議案 令和６年６月農用地利用集積

計画 

・第５号議案 令和６年６月農用地利用集積

計画（農地中間管理機構・所

有権移転） 

 

「掲示済」 
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